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(2) 浸水による被害の軽減に関する学習 

1) 人材の育成 

人材育成に関する取組事例及び人材育成に関するこれまでの取組を以下に

示す。 

 

表 3-23 人材の育成に関する取組一覧 

主体 これまでの取組 

県 

自主防災組織交流大会の開催 

「但馬地域ひょうご防災リーダー講座」（H27,H30,R3）を実施（1 回／4 年） 

防災サバイバル講座を実施 

豊岡市 
出前講座を実施 

コミュニティ FM 局と連携した情報発信 

養父市 児童・生徒等を対象とした防災学習会等の実施（1 回／年） 

朝来市 区長や防災委員を対象とした講演会等の実施（1 回／年） 

新温泉町 出前講座を実施（数回／年） 

 

  

図 3-41 ひょうご防災リーダー講座  図 3-42 学校での出前講座 

 

2) 研修の充実 

研修の充実に関するこれまでの取組を以下に示す。 
表 3-24 研修の充実に関する取組一覧 

主体 これまでの取組 

県・市 市町職員や消防団等を対象とした水防技術講習会を開催 

県 但馬地区防災教育研修会 
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(3) 浸水による被害の軽減のための体制の整備 

1) 水防活動体制の強化 

県は、その区域における水防管理団体が行う水防が十分に行われるよう

に確保すべき責任を有し、市町や防災関係機関と水防に関する相互の情報共

有や連携強化を図っている。 
市町は、要支援者情報の把握、避難支援等関係者による支援体制の整備、

福祉避難所との協定締結の推進などを行ってきている。 
水防活動の担い手となる消防団等の現状は以下の表のとおりであり、団

員数は近年横ばい傾向にある。 

 

表 3-25 計画区域内の各市町における消防団数及び団員人数 

市町名 消防団数 消防団所属人数（人） 

豊岡市 6 1,977 

養父市 1 1,194 

朝来市 1 951 

香美町 1 901 

新 温 泉 町 1 689 

合計 10 5,712 

出典： 2021（令和 3）年 4 月、（公財）兵庫県消防協会の資料による 

 

豊岡市・国・県合同 

図 3-43 六方河川防災ステーションで行われた水防演習（月の輪工法） 
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2) 訓練の実施 

訓練の実施に関するこれまでの取組を以下に示す。 

 

表 3-26 訓練の実施に関するこれまでの取組一覧 

主体 これまでの取組 

国 
市町の水防訓練との連携 

水防連絡会の開催（1 回／年） 

県 
水防連絡会の開催（1 回／年） 

市町との合同防災訓練の実施 

豊岡市 

市民参加の防災訓練の実施（1 回／年） 

綜合防災訓練の実施（参加者：市民、自主防災組織、消防団、

自衛隊、海上保安庁、警察署、協定締結団体等）（1 回／2 年） 

豊岡市、国、県 台風 23 号メモリアル水防訓練の実施（1 回／年） 

養父市 市民参加の防災訓練の実施（1 回／年） 

朝来市 市民参加の防災訓練の実施（1 回／年） 

香美町 
総合防災訓練の実施（参加者：市民、自主防災組織、消防団、

自衛隊、警察署、社会福祉協議会、ガス協会等）（1 回／年） 

新 温 泉 町 自主防災組織における訓練の実施（1 回／年） 

 

 朝来市               新温泉町 

香美町                養父市 

図 3-44 防災訓練の実施の様子 
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3) 自助の取組の推進 

① 自主防災マップの作成・支援 

自助の取組として、手作りハザードマップの作成状況、利活用及び啓発に

関するこれまでの取組を以下に示す。 

 

表 3-27 計画区域の防災マップ作成状況 

市 町 名 自治会数 自主防災マップ作成済み 
自治会数 

豊 岡 市 359 59 

養 父 市 154 154 

朝 来 市 159 39 

香 美 町 119 119 

新 温 泉 町 63 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-45 豊岡市三方地区（コミュニティ三方）での住民ワークショップ 

 

 

 

 

 

 

  

図 3-46 養父市の防災マップの事例 

図 3-47 新温泉町浜坂自治区の防災

プ 事例
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② 各種防災情報の入手方法の啓発 

各種防災情報の入手に関するこれまでの取組について以下に示す。 

 

表 3-28 各種防災情報の入手方法の啓発に関する取組一覧 

主体 これまでの取組 

住民 県及び市町が提供する被害・避難に関する情報の把握 

県 「ひょうご防災ネット」を提供 

豊岡市 ひょうご防災ネットへの登録啓発 

養父市 子育て世代の防災ガイドによる啓発 

朝来市 防災ガイド（パンフレット）による啓発 

香美町 防災ハンドブックの配布による啓発 

新温泉町 新温泉町情報化計画による啓発 

 

4) 共助の取組の推進 

共助の取組に関するこれまでの取組を以下に示す。 

 

表 3-29 共助の取組に関する取組一覧 

主 体 これまでの取組 

国・県・ 
豊岡市 

・モデル施設「特別養護老人ホームここのか」での要配慮者利用施設の避難確

保計画の作成 

県 

・市町における避難所の管理・運営を支援するため「避難所管理運営指針」や

「避難所等におけるトイレ対策の手引き」を作成 

・市町における災害時要援護者支援の取組を促進するため「災害時要援護者支

援指針」を策定 
・要配慮者利用施設に河川情報等に関する理解を深めてもらうための説明会を

開催 

豊岡市 
・避難行動要援護者の個別支援計画作成を促進するため、避難支援者のボラン

ティア保険料を負担 

 

表 3-30 計画区域内の各市町における 65 歳以上の人口割合 

市 町 名 全人口（人） 
65 歳以上 

人口（人） 割 合 

豊 岡 市 77,489 26,522 34.2% 

養 父 市 22,129 8,750 39.5% 

朝 来 市 28,989 10,351 35.7% 

香 美 町 16,064 6,530 40.6% 

新 温 泉 町 13,318 5,464 41.0% 

出典：2020（令和 2）年国勢調査確定値  

新規
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5) 建物等の耐水化 

建物の耐水化に関するこれまでの取組を以下に示す。 

 

表 3-31 建物等の耐水化の取組一覧 

主体 これまでの取組 

豊岡市 豊岡市役所（敷地の嵩上げ、自家発電機の上階設置） 

香美町 
公立香住病院（敷地の嵩上げ） 

香住第一中学校【避難所に指定】（敷地の嵩上げ） 

 

 

図 3-48 建物の耐水化のイメージ（国土交通省ホームページより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路面からの 

嵩上げ高 

図 3-50 公立香住病院の耐水化 

敷地嵩上げに伴う 
スロープ 

香住谷川 

図 3-49 豊岡市役所の耐水化事例 
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(4) 浸水による被害からの早期の生活の再建 

1) 共済制度の加入促進 

フェニックス共済の加入状況を以下に示す。 

 

表 3-32 フェニックス共済加入状況（2024（令和6）年 10 月末時点） 

区分 
住宅再建共済制度 家財再建共済制度 

加入戸数（戸） 加入率 加入戸数（戸） 加入率 

豊岡市 3,869 15.2% 1,519 5.5% 

養父市 1,233 15.5 % 427 4.8 % 

朝来市 1,282 12.3 % 450 4.1% 

香美町 916 14.4% 275 4.3% 

新 温 泉 町 731 14.2% 226 4.3 % 

但 馬 地 域 8,031 14.5 % 2,897 4.9% 

兵庫県全県 167,070 9.4% 58,353 2.9% 

 

 

図 3-51 フェニックス共済のパンフレット 
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2) 応援体制の確立 

民間業者との協定締結に関するこれまでの取組を以下に示す。 

 

表 3-33 他市町及び民間事業者との協定締結に関する取組一覧 

主体 協定締結の取組 

豊岡市 

国・県・他市町と22（131団体）の相互応援協定を締結（各種応急対

策業務や物資提供の他、福祉避難所開設等） 

民間事業者と46（96団体）の相互応援協定を締結 

養父市 
国・県・他市町と11の相互応援協定を締結 

民間事業者と44の相互応援協定を締結 

朝来市 
民間事業者等（民間事業者、団体、地方公共団体等）と36の災害時

応援協定等を締結 

香美町 
国・県・他市町と15の相互応援協定を締結 

民間事業者等と37の災害時相互応援協定を締結 

新 温 泉 町 
民間事業者等（民間事業者、国・県・他市町）と37の相互応援協定

を締結 
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4. 河川環境の保全と創造への配慮 
円山川流域は、全国に先駆けて、国指定特別天然記念物のコウノトリを野生に戻

す取組が進められている地域であり、円山川流域の豊かで多様な自然環境は、その取

組にも大きく寄与している。近年では、このような環境の重要性が世界的にも認められ、

2012（平成 24）年 7 月には、「円山川下流域・周辺水田」として、ラムサール条約湿地

に登録されている。 

コウノトリ野生復帰の取組は、一度は日本の空から絶滅した生きものを、かつ

て生息した人里に再び帰していくという世界に類を見ないものである。また、地

域の人々がコウノトリを受け入

れ、人とコウノトリが共生でき

る環境づくりに大きな価値を見

出し、地域ぐるみで進めていく

ことでもある。多くの人々が手

探りのなか、創意工夫を重ね懸

命に取り組み、農業者や各種団

体、行政など幅広い分野の人々

の手によって環境創造型農業の

推進や魚道、湿地の整備、環境

学習・教育、情報発信など様々な

活動が進められている。 

 

(1) コウノトリ保護と環境教育の取組 

円山川流域では、コウノトリの放鳥活動でも知られる「コウノトリ野生復帰推

進連絡協議会」が結成されており、この協議会には地元住民団体をはじめ、国、

県、市の機関も参画し、地域と協働、連携した環境整備が各主体で取り組まれて

いる。また、河川愛護月間等には、啓発活動の一環として、小学生等と河川管理

者が協働し、ふれあい調査、簡易水質調査、水生生物の生息確認調査や円山川の

豊かな自然を利用した環境学習を実施している。 

図 4-2 小中学生と河川管理者の協働活動の事例 

（円山川：国土交通省ホームページより）  

水生生物調査 環境学習（ひのそ島） 

図 4-1円山川下流のラムサール条約登録湿地

出典：環境省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ「日本のラムサール条約と条約湿地」 
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(2) 加陽
か や

地区大規模湿地再生事業 

1) 事業の実施内容 

豊岡市の加陽湿地では農地開発や河

川改修により湿地が減少していたが、円

山川水系自然再生計画の一環として

2009（平成 21）年から 2013（平成 25）

年にかけて大規模な湿地再生事業が実

施された。 

本事業では「大規模な湿地環境の創出

と、山から湿地の連続性確保」を目的と

して閉鎖型湿地（上池・下池）や開放型

湿地などが設置され、動植物の生息・生

育環境の改善が図られた。 

 

2) 整備効果 

整備後、加陽湿地は生物多様性の向上

に寄与し、特に国の特別天然記念物であ

るコウノトリの生息地として重要な役

割を果たしている。 

また、地域住民や学校との連携による

環境教育の場としても活用されており、

地域資源としての価値が高まっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 加陽地区湿地の整備状況  

整備前 整備後 

図 4-3 ラムサール条約登録湿地 
平成 24 年に登録、平成 30 年に加陽湿地を含む上流 

域まで登録エリア拡張 

加陽地区湿地 

五条大橋 

五条大橋 

閉鎖型湿地 

開放型湿地 



90  

(3) 馬路川の整備 

1) 事業の実施内容 

豊岡市の馬路川において

は、法枠と枠内張コンクリー

ト護岸が老朽化し、洪水時の

安全性や生態系への影響が懸

念されたため、改修が必要と

なった。技術部会では環境保

全と防災の両立を目指して協

議を重ねた結果、環境に配慮

した工法を選定した。その後

2011（平成 23）年度と 2016（平

成 28）年度～2019（令和元）

年度に工事を行い、取水堰の

落差を解消するとともに、緩

傾斜護岸の設置、自然石の配

置、魚類の休息用プールの設

置を完了した。 

 

2) 整備効果 

整備後、草が生い茂ることで魚類の隠れ場所が出来るとともにプールの設置に

より休息場が創出され、さらに緩傾斜護岸や自然石の設置により遡上環境も創出

することが出来、2019（令和元）年のモニタリング時には 4 種 45 個体の遡上が確

認された。また、川沿いの景観が自然で美しいものになり、地域住民や観光客に

とっての散歩やレクリエーションの場として魅力的なものとなっている。今回の

工事により、今後も持続的に河川の生態系が保たれ、地域の自然環境が守られる

ことが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-6 馬路川の整備状況 

 

整備前 整備後 

図 4-5 事業実施箇所位置図 
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5. 地域総合治水推進計画の改定履歴 
 

表 5-1 地域総合治水推進計画の改定履歴 

改定年月 主な改定内容 

平成 27 年 3 月 

 計画策定 
 

平成 29 年 1 月 

 一部改訂 
・河川中上流部における緊急的な取組の追加 

平成 30 年 3 月 

 一部改訂 

・水防法の改正及び「水防災意識社会再構築」の再構築

に向けた取組の追加 

・各種データの更新、取組内容等の時点修正 

令和 3 年 3 月 

 河川対策 AP 位置づけ 

・河川対策アクションプログラムにもとづく事前防災対

策の推進等を記載 

令和●年●月 

 部分改定 
・計画期間 10 年が経過したことによる計画の見直し 
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6. 他地域での総合治水対策の効果事例 
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